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99 年）をみると、改革の初期の時点（78 年）には、東部内部の格差が 52.2％と総格差に対し
て最も説明力が大きかった2。99 年になるとそれは 25.5％まで低下し、代わって地帯間格差に
                                                      
1 地帯区分については、谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］65～66 頁による。 
2 加藤弘之［2003］52～53 頁。 
表１ 人口１人当たり名目 GDP の３地帯間格差 
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2009
全国 463 858 1,644 5,046 7,858 14,053 25,188
実数(元） 東部 580 1,097 2,214 7,239 12,038 23,871 40,385
中部 354 661 1,248 3,298 5,311 10,223 19,738
西部 317 573 1,166 3,069 4,800 9,248 18,257
指数 東部 100 100 100 100 100 100 100
（東部=100） 中部 61 60 56 46 44 43 49
西部 55 52 53 42 40 39 45
出所：矢吹晋（編）［2010］27頁より作成。






























域では 1990 年には約 26％で中部を下回っていたが、翌 91 年から上昇にむかい、96 年以降は
                                                      
3 以下、1990 年代における外国直接投資の導入については、牧野松代［2001.3］120 頁による。 
4 牧野松代［20013］120～122 頁による。 





ら低下にむかい、94 年から上昇に転じたが、98 年時点でも約 38％にとどまっている。西部も



























－ 18 － 

































順位 省 2003 2004 2005 2006 2007 2008
1 上海市 59.9 75.4 81.1 87.4 89.8 85.9
2 広東省 79.8 84.1 87.3 92.0 90.4 78.7
3 江蘇省 39.3 48.3 55.0 59.1 60.2 54.6
4 浙江省 35.5 41.3 46.8 51.1 52.0 49.9
5 天津市 46.1 55.5 60.7 61.5 57.5 46.2
6 北京市 27.8 28.1 36.7 38.5 39.8 38.1
7 福建省 35.1 42.2 43.5 43.4 41.1 36.6
全国平均 26.7 30.7 34.0 36.5 36.1 33.0
8 遼寧省 20.1 23.5 24.4 24.5 24.4 21.7
9 山東省 18.2 19.7 20.4 21.2 22.0 20.8
10 重慶市 5.8 6.4 6.7 7.7 8.3 17.9
11 黒竜江省 5.9 6.4 9.0 10.9 13.2 13.9
12 河北省 7.1 9.1 8.9 8.9 9.4 10.3
13 安徽省 6.5 6.8 7.9 8.9 9.1 8.9
14 江西省 4.4 4.8 4.9 6.4 7.6 8.2
15 海南省 10.3 11.3 9.3 10.6 8.5 7.5
16 湖北省 4.6 5.0 5.6 6.6 6.7 7.1
－ 19 － 
３つの指標でみても、03 年あたりまでは地域間所得格差が拡大傾向にあったものの、不平等尺



























                                                      
5 谷口洋志［2009］「所得格差」谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］81 頁。 
6 酒向浩二［2010.1］149 頁。 
































                                                      















－ 21 － 
注目されるのは、都市化率（都市住民が地域住民に占める比率）の引き上げが重視されてい






























                                                      
8 以下、戸籍制度と改革については、朱珉［2009］31～44 頁による。 



















































政府は 2008 年に総額「４兆元」（約 52 兆円、09～10 年の２年にわたり実施）の公共投資主体
の景気刺激策を打ち出した。後述する政府間財政関係との関連で注目すべき点は、総額「４兆
元」のうち中央政府が負担するのは約 30％の１兆 1800 億元にすぎず、地方政府が１兆 2500 億
元（31％）、銀行と企業が１兆 5700 億円（39％）を負担することである9。投資計画の内訳をみ
                                                      




























個人消費は 2000 年には 50.0％から 07 年の 39.4％に低下しており、消費拡大が急務となってい









法の施行は 2008 年になってから）があげられている11。 
 
 









                                                      















出所：苗金芳［2010.7］52頁。 出所：苗金芳［2010.7］54 頁。 























している12。農村部を対象とする家電購入時の補助金制度は、2007 年 12 月に河南省、四川省、
山東省の農村部向けに試験的にスタートし、リーマン・ショック後の 08 年 12 月には中部・西




                                                      
12 農村部を対象とした消費刺激策については、酒向浩二［2010.1］145 頁による。 











業収入が大半）の配分に占める中央政府のシェアは、1980 年代半ばから 1990 年代前半にかけ
て急速に低下した（図９参照）。 
1984 年の税制改革以降 94 年の分税制改革まで、ＧＤＰ比の全国財政収入（予算内収入）は


















                                                      
13 拙稿［2006］64～66 頁を参照のこと。 
































                                                      
14 「分税制」改革における税制改革の内容については、曽瑞林［2004］66～68 頁による。 
























方固定税のウエイトが高い企業所得税（地方税のウエイトは 99 年に約 60％）、外国企業等所得
税（同、約 80％）と地方固定税としての個人所得税の構成比が高まったことによる。 
1999 年代末から地域格差是正が重要な政策課題になると、財政調整機能を高めるためにも中
央財政のウエイトを目標達成に向けて高めることが求められた。2001 年 12 月の国務院の通知
により、企業所得税、外国企業等所得税および個人所得税が中央・地方共有税となり、中央政
府への配分比率は 02 年 50％、03 年以降 60％へと引き上げられた。なお運輸・郵政・四大国有
                                                      
15 「分税制」改革による税収の中央・地方間配分については、張忠任［2001］163～178 頁、内藤二郎［2004]131
～134 頁、拙稿［2006］77～79 頁による。 
16 分税制改革後の中央・地方の税収配分の改正については、張忠任［2009.9］18～22 頁による。 
－ 29 － 
銀行・三政策銀行・海洋石油ガス企業の企業所得税・個人所得税は 100％中央固定税とする。





























                                                      
17 拙稿［1992］52～53 頁。 
18 張忠任［2001］178～181 頁、内藤二郎［2004］141～143 頁、拙稿［2006］82～85 頁。 

































支出額 （億元） 構成比 （％）
財力性 専用項目 税収返還 合計 財力性 専用項目 税収返還 合計
移転支出 補助 移転支出 補助
1994 189 361 1,839 2,389 7.9 15.1 77.0 100.0
1995 231 375 1,928 2,534 9.1 14.8 76.1 100.0
1996 285 489 1,949 2,723 10.5 18.0 71.6 100.0
1997 327 518 2,012 2,857 11.4 18.1 70.4 100.0
1998 361 878 2,083 3,322 10.9 26.4 62.7 100.0
1999 542 1,424 2,121 4,087 13.3 34.8 51.9 100.0
2000 846 1,613 2,206 4,665 18.1 34.6 47.3 100.0
2001 1,492 2,200 2,310 6,002 24.9 36.7 38.5 100.0
2002 1,944 2,401 3,007 7,352 26.4 32.7 40.9 100.0
2003 2,238 2,598 3,425 8,261 27.1 31.4 41.5 100.0
2004 2,934 3,423 4,051 10,408 28.2 32.9 38.9 100.0
2005 4,198 3,529 3,757 11,484 36.6 30.7 32.7 100.0
2006 5,159 4,412 3,930 13,501 38.2 32.7 29.1 100.0
2007 7,093 6,898 4,147 18,138 39.1 38.0 22.9 100.0
2008 8,746 9,962 4,282 22,991 38.0 43.3 18.6 100.0
出所：谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］332頁。
－ 31 － 
1998 年以降、中央政府の財政移転に占める税収返還の比率は低下にむかい、2000 年 47.3％、
08 年 18.6％と大幅に落ち込んだ。税収返還の逓増率は付加価値税と消費税の合計の伸び率とさ
れているが、1990 年代末以降の順調な経済成長の過程で、中央税収（関税を控除し、輸出税還
付を加算した税収総額）に占めるこの２つの税の比率は、94 年の 84.4％から 2000 年 80.1％、
08 年 66.9％と低下している。2000～08 年には共通税の拡大により、企業所得税（外国企業等
所得税を含む）が 13.9％から 20.5％へ急上昇し、08 年には個人所得税の比率は 6.4％に高まっ
ている。中央本級支出（日本の最終支出とほぼ同義）に対する地方への純財政移転の比率は、










て 01 年に新設）が 8.7％で第３位、「県郷奨励・補助移転交付」（県郷財政難を緩めることを狙









が上昇した 1990 年末に、その内訳で資本建設向け補助金（公共事業補助金）が 97 年の 9.1％
から 99 年の 32.0％に急上昇し、最大の使途になったことである（表７参照）。『財政統計年鑑』
には専用項目補助の内訳が掲げられているが、公共事業補助金については「その他」に含まれ
                                                      
19 谷口洋志・朱珉・湖水文［2009］333 頁。 
20 張忠任［2010.3］46～47 頁。 

































合計 資本建設 政策補填 社会保障 教育、衛生、 貧困地区 その他
補填 福祉 補助
1993 35.5 2.5 21.3 0.0 3.5 1.7 6.5
(100.0) (7.0) (60.0) （0.0 (9.9) (4.8) (18.3)
1997 51.7 4.7 22.2 0.0 7.3 6.2 11.3
(100.0) (9.1) (42.9) （0.0 (14.1) (12.0) (21.9)
1999 146.9 47.0 25.0 23.5 11.8 8.8 30.8
(100.0) (32.0) (17.0) (16.0) (8.0) (6.0) (21.0)
注：（　　　）内は構成比（％）。
出所：黄佩貨・迪帕克他［2003］47頁。





















                                                      




1995 2000 2006 2007 2009
東部 2,225,665 5,440,495 13,583,783 3,348,686 1,496.14
支出額 東北 385,128 1,013,397 2,519,406 929,696 268.04
（１万元 中部 446,689 1,840,395 4,442,778 2,278,712 729.15
/億元） 西部 996,922 3,127,256 7,775,629 4,408,328 1,020.54
区域不明 0 258,184 746,981 365,848 64
全国計 4,054,404 11,679,727 29,068,577 11,331,270 3,578.37
東部 54.9 46.6 46.7 29.6 41.8
東北 9.5 8.7 8.7 8.2 7.4
構成比 中部 11.0 15.8 15.3 20.1 20.4
（％） 西部 24.6 26.8 26.7 38.9 28.5
区域不明 0.0 2.2 2.6 3.2 0.2



























表 10 交通通信投資の４地帯区分別配分－1995～2009 年－ 
 
東部 中部 西部 区分不能 計
1985～88年 381 155 94 356 986
投資額 1989～92年 818 292 179 312 1,600
（百万元） 1993～97年 5,760 2,118 1,302 2,282 11,462
1998～2002年 12,264 6,028 5,408 3,356 27,056
1985～88年 38.7 15.7 9.5 36.1 100.0
構成比 1989～92年 51.1 18.2 11.2 19.5 100.0
（％） 1993～97年 50.3 18.5 11.4 19.9 100.0




1995 2000 2005 2009
東部 595.08 1,307.73 3,882.6 8,784.6
支出額 東北 68.82 243.47 659.4 1,833.2
（億元） 中部 247.85 598.68 1,825.1 3,957.0
西部 194.67 892.43 2,302.3 5,641.2
区分不能 481.09 600.53 944.6 4,758.7
全国計 1,587.53 3,641.94 9,614.0 24,974.7
東部 37.5 35.9 40.3 35.2
東北 4.3 6.7 6.9 7.3
構成比 中部 15.6 16.4 19.0 15.8
（％） 西部 12.3 24.5 23.9 22.6
区分不能 30.3 16.5 9.8 19.1
全国計 100.0 100.0 100.0 100.0
注：区分不能は、地域区分が不可能な投資額。
出所：『中国統計年鑑』より作成。







「縦４本、横４本」計８本の建設に着工済である（表 12 参照）。 
 




















り、2015 年までの同省内での鉄道投資額は 3000 億元に達すると見込まれている23。湖南省の省
                                                      
22 主要高速道路と高速鉄道の整備状況については、酒向浩二［2010.1］151～152 頁による。 
23 「日本経済新聞」2010 年７月 18 日付。 
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